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企業経営のレベルアップ
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中
小
企
業
事
業

RIPシステム

対 話

対 話

対 話

RIPシステムを活用した顧客支援サービス

平成28年度実績

主要なもの 件

わかりやすい企業診断 35,912
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継続的な経営課題の解決支援を通じて、
お取引先の成長・発展をサポートしています。

　中小企業事業は、融資時だけでなく融資後においても、経営者の方とのフェース・ツー・フェースの対話を通じて個々の企業
の経営課題を把握し、お取引先が発展していくために必要な情報の提供や経営に関するアドバイスを継続的に行っています。
　当事業では、長年蓄積してきた中小企業経営に関するノウハウや全国4.4万社のお取引先の情報をデータベース化した独自
のシステム「RIP（注）システム」を構築し、顧客支援サービスに活用しています。
　当事業の提供する情報は、個々の企業のニーズに応じた、いわば“オーダーメイド”の情報であり、このような「生きた情報」
の提供と目利き能力を活かしたアドバイスにより、お取引先の皆さまをバックアップしています。
（注）�RIPとは、お取引先との対話を通じ、信頼関係（Relationship）を深めつつ、お取引先と日本公庫中小企業事業の知恵（Intelligence）を活かし、積極的な提案（Proposal）を行うこと

で、中小企業の皆さまの成長・発展を支援しようとする当事業の姿勢を表現したものです。

フェース・ツー・フェースで経営課題の解決を支援

情報提供・ネットワークの活用　経営課題の解決支援



わかりやすい企業診断

SWOT分析表

経営情報

JFC中小企業だより

投資育成制度を活用しませんか？

投資育成制度は長期安定株主として中堅・中小企業の健全な成長発展を支援する国の制

度です。本号では、投資育成制度の概要に加え、最近増えてきた投資育成制度の活用事例につい

てご紹介します。

中小企業投資育成会社

中堅・中小企業
※原則として投資前の

資本金３億円以下の企業

「投資育成会社」とは

監督官庁は経済産業省、株主は地方公共団体、商工会議所、金融機関等

・「中小企業投資育成株式会社法」（昭和38年法律第101号）に基づき東京、名古屋、大阪に設立

・自己資本の充実のための株式の引受け等を行う

・過去53年間に全国で5,104社の中堅・中小企業に投資（2016年３月末累計）

投資育成会社の投資

ファンド等が行う投資

株価算定方　　式 １株当たりの予想利益をもとにした

「収益還元方式」により算定

（国により認められた算式）
売買事例、純資産方式等

による時価

保有方針
長期安定株主として保有

（期限を定めない）

期限を定めた保有

期待するリターン

安定的な配当

株式上場やＭ＆Ａ等による

キャピタルゲイン

メリット ・経営権の安定化　・経営承継支援

・資金調達　　　　・対外信用力の向上

・各種経営支援

・資金調達　　　・対外信用力の向上

・株式上場支援　・各種経営支援

投資

育成

経 営 情 報

中小企業事業本部

2016.7.26NO.405

結果を出す経営計画書作成のポイント　経営者の仕事のひとつに、目標を実現するためのアプローチ方法を決める「戦略の構築」

があります。構築された戦略は、目標とともに「経営計画」に落とし込まれます。

　かつては、「経営計画はここにある」と頭を指し計画をオープンにしない経営者もいま

したが、最近では、経営方針を関係者に伝え目標達成に向けた推進力を得ようとして、

経営計画書の作成に真剣に取り組む経営者が増えてきています。

　そこで、本号では、目標達成につながる「結果を出す経営計画書」を作成するうえで

欠かせない３つのポイントを簡単に紹介します。

ポイント１：ターゲットを明確にする　「結果を出す経営計画書」を作成するうえで大切な最初のポイントは、「ターゲットを明

確にする」ことです。特に、次の３つが重要です。
　１番目は、読み手を特定することです。
　計画書を作成する目的は、①金融機関や顧客に取引深耕を求めるもの、②社員に意識改

革を呼びかけるもの、③経営者としての責務を再整理するもの、等様々です。そこで、気

を付けたいのは、計画書を１冊作成しそれを使い回すのではなく、読み手に合わせて内容

にメリハリを付けた計画書を複数作成することです。読み手を特定することは、訴求対象

の具象化を通じ、結果にコミットする姿勢を強化します。

　２番目は、目標を絞り込むことです。
　不採算事業からの撤退、新製品販売による売上拡大、新規事業進出による収益体質の強

化、等考え得る限りの目標を羅列した計画書を見かけることがあります。これでは、共倒

れになりかねません。特に中小企業では経営資源に制約がありますので、是が非でも達成

したい目標に絞り込むことが必須です。

経 営 情 報
中小企業事業本部

2016.12.15

NO.406

３つのポイント

① ターゲットを明確にする

② 組織を動かす仕掛けをつくる

③ 戦略の修正と代替に備える

平成29年度中小企
業関係補助金のポイ

ント

　平成29年度にお
ける経済産業省関

係予算案のポイン
トは、①福島復興

の加速化、②中小
企業等の活

力向上、③エネル
ギー政策の再構築

と地球環境への貢
献等となっていま

す。

　本号では、これ
らの中から中小企

業関係補助金の一
部をご紹介します

が、各地方自治体
においても

地域の事情に応じ
て様々な支援メニ

ューが用意されて
います。詳しくは

、国・都道府県・
市町村の施策

が、簡単に検索・
比較検討できるイ

ンターネットサー
ビス「ミラサポ」

でご確認ください
。

（注）�本号に掲載
されている補助金

情報は、発行時点
のものです。最新

の情報は中小

企業庁のホームペ
ージまたは「ミラ

サポ」等でご確認
ください。

中小企業・小規模
事業者の経営力強

化

●�　海外展開を目
指す中小企業・小

規模事業者に対し
、事業計画の策定

から海外展示会

の出店等を通じた
販路開拓、現地進

出、進出後の課題
や事業再編の対応

までを一貫し

て戦略的に支援し
ます。

　　１．海外展開
戦略策定支援

　　　�　海外展開
戦略策定につなげ

るため、海外現地
における事業の実

現可能性調査や

Webサイトの外国
語化等を支援しま

す。

　　２．事業再編
等支援

　　　�　海外事業
の課題解決のため

、経営診断や事業
再編による海外進

出先の移転の際

の周辺国の情報を
提供します。

　補助上限額　①
輸出企業の場合：

�50万円（補助率：
1/2）

　　　　　　　②
直接投資の場合：

�140万円（補助率
：1/2）

　補助上限額　16
0万円（補助率2/

3）

中小企業・小規模
事業者海外展開戦

略支援事業

経 営 情 報
中小企業事業本部

2017.3.21

NO.407

事業引
継ぎ支

援セン
ターを

ご活用
くださ

い

　後継
者不在

などで
、事業

の存続
に悩み

を抱え
る中小

企業・
小規模

事業者
の方の

相談に
対応す

るため
、

全国4
7都道

府県に
「事業

引継ぎ
※支援セ

ンター
」が設

置され
ていま

す。国
が「事

業引継
ぎ」を

支援す
る

ことで
、円滑

な事業
のバト

ンタッ
チをサ

ポート
し、次

世代へ
の経営

資源の
スムー

ズな承
継を促

進して
い

こうと
するも

のです
。

　本号
では、

この「
事業引

継ぎ支
援セン

ター」
の概要

につい
てご紹

介しま
す。

　※会
社をＭ

＆Ａに
よって

外部の
会社に

譲渡す
ること

と、事
業を個

人に譲
渡する

ことを
合わせ

て「事
業引継

ぎ」と
呼びま

す。

事業引
継ぎ支

援セン
ターと

は

　事業
引継ぎ

支援セ
ンター

（以下
「セン

ター」
という

）は、
後継者

のいな
い中小

企業・
小

規模事
業者の

「事業
引継ぎ

」を支
援する

国の事
業を実

施する
機関で

す。具
体的に

は、登
録

機関（
センタ

ーに登
録され

た仲介
者等）

と連携
してＭ

＆Ａの
支援を

行って
います

。

2017.4.27

NO.408

平成
29
年度
税制
改正
のポ
イン
ト

本号
では
平成
29
年度
税制
改正
の概
要を
、中
小企
業経
営に
関連
する
項目
を中
心に
ご紹
介し
ます
。

主
な
改
正
項
目

１．
中小
・小
規模
事業
者の
「攻
めの
投資
」を
支援
する
税制
措置

（１
）【
拡充
】中
小企
業の
生産
性向
上の
ため
の固
定資
産税
の特
例

（２
）【
改組
・新
設】
中小
企業
経営
強化
税制

（３
）【
延長
】中
小企
業投
資促
進税
制

２．【
拡充
】所
得拡
大促
進税
制の
見直
し

３．【
延長
・拡
充】
研究
開発
税制

４．【
拡充
】事
業承
継税
制の
見直
し

５．【
延長
】中
小企
業者
等の
法人
税率
の特
例

１．
中小
・小
規模
事業
者の
「攻
めの
投資
」を
支援
する
税制
措置

　中
小・
小規
模事
業者
の「
攻め
の投
資」
を後
押し
する
ため
、中
小企
業投
資促
進税
制の
上乗
せ措
置（
即

時償
却等
）を
改組
し、
中小
企業
経営
強化
税制
（即
時償
却ま
たは
税額
控除
）が
創設
され
まし
た。
中

小企
業等
経営
強化
法に
基づ
き、
中小
企業
者等
は、
「経
営力
向上
計画
」を
作成
し、
主務
大臣
の認
定

を受
ける
こと
で、
固定
資産
税の
軽減
措置
に加
えて
、中
小企
業経
営強
化税
制の
適用
を受
ける
こと
が

でき
ます
。

2017.5.25

NO.4
09

（資
料）
中小
企業
庁「
平成
29年
度税
制改
正の
概要
につ
いて
（中
小企
業・
小規
模事
業者
関係
）」

経営
革新
等

22中小企業事業のご案内 2017

情
報
提
供
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
活
用

顧客支援サービスの内容

　中小企業事業のお取引先4.4万社のデータに基づく同業者
比較、決算データの時系列分析、損益分岐点分析、付加価
値分析など、お取引先の財務を多面的な角度から分析する

「わかりやすい企業診断」を提供しています。

　企業の持つ「強み」(Strength)と「弱み」(Weakness)、事業
を取り巻く「機会」(Opportunity)と「脅威」(Threat)を明確化
したＳＷＯＴ分析により、お取引先の経営戦略策定をサポート
しています。

　『経営情報』や『ＪＦＣ中小企業だより』を発行し、お客さまに
役立つ情報を随時ご提供しています。

経営情報
　中小企業施策（税制・補助金）や制度融資のご案内、海外
展開に関する情報など、企業経営に役立つトピックスをコン
パクトにまとめたリーフレットです。

ＪＦＣ中小企業だより
　特徴ある企業へのインタビュー記事や総合研究所の調査
資料など、経営の参考になる情報がカラーで見やすく掲載さ
れた情報誌です。

◦わかりやすい企業診断

◦SWOT分析

◦経営に役立つ情報の提供



第9回全国ビジネス商談会

インターネットビジネスマッチング

　中小企業事業では、平成29年2月27日、パシフィコ横浜にて
「第9回全国ビジネス商談会」を開催しました。
　本商談会には、中小企業事業のお取引先だけではなく、国
民生活事業や農林水産事業、さらに協賛機関である沖縄振興
開発金融公庫等のお取引先も加わり、北海道から沖縄まで、
全国の多様な業種の企業849社（過去最高）、2,065名が参加
しました。
　また、参加者のニーズに応え、大手企業の調達担当者の招
聘を前回の38社から41社へと拡充し、商談機会を増やしまし
た。
　さらには、昨年に引き続きJETRO相談ブースを設置し、海
外展開に係る相談に対応しました。
　参加者からは、「なかなか面談する機会がない大手企業と
商談ができ、感謝している。」（参加企業）、「自社で調査できな
かったサプライヤーを開拓するための良いきっかけとなった。」

（大手企業）といった声が聞かれました。

　日本公庫では、マッチングサービスを一層充実させるため、
日本公庫のお客さまにインターネットを通じて、販売先や原材
料の仕入先確保などのビジネスチャンスを広げていただくた
めの場をご提供しています。
　本サービスは、会員登録をしたお客さまが、売りたい商品・
サービス情報や、買いたい商品・サービス情報を登録して
ニーズが合致した他の会員と商談できるほか、登録されてい
る商品・サービス情報等を自由に検索して、新たなビジネス
チャンスを探すきっかけづくりにもご利用いただけます。

「 日本政策金融公庫 インターネットビジネスマッチング」
https://match.jfc.go.jp/
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　日本公庫は、国民生活事業、農林水産事業、中小企業事業がそれぞれ保有する専門的なノウハウやネットワークを相互に活用
したビジネスマッチングを推進しています。
　中小企業事業のお取引先同士だけではなく、国民生活事業や農林水産事業のお取引先とのマッチングも、商談会等の開催な
どにより、積極的にサポートしています。

マッチングサービス


	情報提供・ネットワークの活用



